
・職員研修等の機会を通じて、参画と協働の理念の浸透を図っているが、全庁的に、より効果的に協働事業を実施して
いこうとする取組姿勢が弱いため、客観的な評価・検証の仕組みの構築が必要である。・公民連携による課題解決に対
するマインドや認識が低い職員がまだ多い。
・ポータルサイトができたとはいえ、情報発信が十分できているとは言えない。

・協働事業における相互評価を通じて、事業の成果や課題を客観的に評価し、改善につなげることで、協働事業の質の
向上を図る。
・公民連携推進に向けた事業者とのマッチングや伴走支援を行う中間支援組織と連携して、職員の公民連携に対する意
識の向上を目的とした研修を定期的に実施する。
・ポータルサイト等を活用して、公民連携の取組についてわかりやすい情報発信をこまめに行っていく。

・市政への理解を深めていただくことを目的として、すべての自治会長が参加する市政研修会を実施した。市の事業・施策について担当課による講
座と公共施設等の見学を内容とし、全地区合同で開催。講座を複数開催し選択制とすることで、市政への関心を深めるきっかけとなり、地区を超え
た連携の促進にも寄与した。
　生駒市自治基本条例第54条に、５年を超えない期間ごとに条例を見直し、検討することとなっていることから、令和６年度に市民自治推進委員会
において条例の見直しを実施した。見直しにおいては、各担当課が市民自治推進委員会に参画し、委員からの質問に答える形式で実施することで、
職員が参画と協働の理念を再認識するに至った。また、条例改正の必要はないとの答申を得たが、逐条解説を社会情勢に適した表現に変更するべき
であるとの意見により、解説文をより分かりやすい表現にすることで条例の理念浸透に寄与した。

№3 参画と協働のまちづくりの推進 自治基本条例の見直し作業を完了させた。

・市政研修会後のアンケートでは、地区を超えた連携や交流の機会をもっと増やすべきであるとの意見があった。ま
た、災害時には地区を超えた情報の共有や共助の実現が不可欠となることから、自治会間の連携の重要性が増してい
る。
・参画と協働をはじめとした自治基本条例に対する職員の認識が十分とは言えない状況であることや、市民や事業者等
に対して、自治基本条例の理念の浸透に向けた取組が不足している。

・研修会開催等、市政への参画を促す取組の継続はもとより、さらなる協働の推進に向け、市民と市民、自治会と自治
会を繋ぐ取組を一層強化する。
・参画と協働の事務事業調査を通じた取組状況の把握及び参画と協働の指針の見直しを通じて、職員をはじめ、市民や
事業者等に自治基本条例の理念を浸透させる。

(2)公民連携の推進

施策目標の実現に向けて解決すべき課題【C】 施策目標の実現に向けた今後の取組の方向性【A】

施策名 Ⅱ　市民協働・公民連携

R9年度末にめざす状態
（施策目標）【P】

それぞれの強みを活かし、多様な主体との協創のまちづくりが進んでい
る

進
捗
度

C

(1)参画と協働のさらなる推進
施策目標の実現に向けて得られた成果【C】 施策目標の実現に効果のあった取組【D】 取組による効果の内容とその根拠【D】

施策目標の実現に向けて得られた成果【C】 施策目標の実現に効果のあった取組【D】 取組による効果の内容とその根拠【D】
・協創対話窓口を通して様々な企業等からの提案を受け事業化していくサイクルを通して、行政だけでは解決できな
かった地域課題の解決や市民サービスの向上につながった。
・公民連携の一環として進めている奈良先端科学技術大学院大学との連携では、「いこま産学官ｱｸｾﾗﾚｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」に
おいて同大学が有する研究シーズを活用した大学発スタートアップの創出及び育成支援に取り組むことで、同大学の研
究者等の起業や地域貢献に対する意識の向上を図ることができた。

№1 協創対話窓口の活性化
協創対話窓口を通して令和６年度中に23件の提案があり、うち4件
が事業化（対話中も含む）につながった。

№2 奈良先端科学技術大学院大学との連携推進
令和６年度から開始した「いこま産学官ｱｸｾﾗﾚｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」にお
いて、奈良先端大の研究者等の研究シーズ3件に対し事業化に向け
た支援を行った。

施策目標の実現に向けて解決すべき課題【C】 施策目標の実現に向けた今後の取組の方向性【A】
・協創対話窓口を通した提案の事業化が多くない理由として、本市の各行政分野での課題をわかりやすく提示すること
や、提案のあった事業者と庁内担当課との対話から事業化をめざすまでのサポートが十分できていないことが挙げられ
る。
・奈良先端科学技術大学院大学の研究シーズを生かした大学発スタートアップ支援については、研究シーズの多くが基
礎研究をベースとしていることもあり、事業化に向けたイメージや意欲が十分高まっているとまでは言えない。

・協創対話窓口での提案や事業化をこれまで以上に活発にするため、中間支援組織のノウハウやネットワークも活用し
ながら、本市の抱える課題と民間事業者等とのマッチングや事業化に向けた伴走支援まで一体的に行っていく。
・奈良先端科学技術大学院大学との連携推進については、引き続き現在の研究シーズの事業化支援の取組を進め、生駒
市が出発地点となるようなスタートアップ企業の創出や、将来的に地域課題解決の足掛かりとなるような事例を示して
いく。

(3)さらなる推進に向けた職員意識や庁内連携の強化

施策目標の実現に向けた今後の取組の方向性【A】

【進捗度】Ａ：４年後にめざす状態をすでに実現している、Ｂ：４年後にめざす状態の実現に向けて大変順調に進んでいる、Ｃ：４年後にめざす状態の実現に向けて概ね順調に進んでいる、Ｄ：４年後にめざす状態の実現には努力が必要である、Ｅ：４年後にめざす状態の実現には相当努力が必要である

施策目標の実現に向けて解決すべき課題【C】

施策目標の実現に向けて得られた成果【C】 施策目標の実現に効果のあった取組【D】 取組による効果の内容とその根拠【D】
 ・参画と協働の取組の推進に向け、市民自治推進委員会委員長を講師に招き、職員を対象に参画と協働の研修を実施
し、参画と協働の理念の浸透を図った。また、令和７年度以降、協働先との相互評価の試行を検討していることから、
その研修内容として「協働のまちづくりにおける相互評価」を盛り込み、次年度以降の基礎を作った。
・ポータルサイトのリニューアルにより、本市の公民連携の事例や実績の情報発信から提案の受付までを一元的に行え
るようになり、市民や民間事業者等に本市の公民連携に対する姿勢や取組を広く周知できる環境を整えた。

№3 参画と協働のまちづくりの推進
参画と協働の研修を実施し、課長補佐級、主幹級の職員約50名が
参加し、参画と協働に対する理解を深めた。

№1 協創対話窓口の活性化
「協創対話レポート」を発行するとともに、協創対話窓口
のポータルサイトをリニューアルした。

《参考》めざす状態に対する市民実感度

「そう思う」＋「どちらかというとそう思う」と
回答した人の割合

【R6.8月】 （参考）前回値

19.3% －

総合計画審議会からの施策目標の実現に向けた講評等


